
プロダクト型

プロセス型

● モビリティの高度化

● デジタルデバイスの
 高度化・多様化

● 生産・業務プロセス自動化

● 人・建造物の長寿命化

● 災害に対する有効な対策

● 都市廃棄物の効率的処理

● 鉱物資源の効率的な活用と
 代替物質

● エネルギー資源の
 効率的な活用

● 再生可能エネルギー・
 未活用エネルギー開発

● CO2排出量削減

解決する社会課題とSDGs 重要課題

豊かな社会の
構築に貢献

循環型社会の
構築に貢献

脱炭素社会の
構築に貢献

2030~2050

会社の目指す姿
社会的価値と

経済的価値の両立を図る

企業理念
人と社会と地球のために

ユニークな技術により、
人と社会と地球のために
新たなマテリアルを創造し、
持続可能な社会に貢献する
リーディングカンパニー

ビジョン

便利・快適

安全安心

省資源

廃棄物再資源化

自動車・
エレクトロニクス等
用途の高機能製品

生産性向上および
環境性能の高い
加工製品・サービス

環境負荷の低い
製錬プロセスによる
非鉄金属素材製品

建設基礎素材製品

リサイクルシステム

再生可能エネルギー

温室効果ガス
削減

製品・サービス 提供価値

［全社方針］
◆事業ポートフォリオの最適化
◆事業競争力の徹底追求
◆新製品・新事業の創出

事業の長期目標

長期戦略

MMCグループの
ビジネス

資源

製品化

リ
サ
イ
ク
ル

素
材

素材・製品の
安定供給

循環型社会の
実現

気候変動への
対応

環境保全・
環境技術

労働安全
衛生

ガバナンス

多様な人材の
育成と活用

デジタル
トランス

フォーメーション

バリュー
チェーンに
おける責任

ステークホルダー
コミュニケーション

高度なリサイクル
技術と事業基盤

原料から製品までの
価値連鎖と
安定供給能力

独自の素材開発・
製造技術力

課題解決に向け
結束できるチーム

22中期経営戦略
各事業戦略

コーポレート戦略※1

ガバナンス※2

（※１）デジタル化戦略、ものづくり戦略、品質管理戦略、研究開発・マーケティング戦略、人事・人材戦略
（※２）コーポレートガバナンス・グループガバナンスの強化

社会課題と重要課題 MMCグループのビジネス 会社の目指す姿アウトプット アウトカム

投入する強み（優位性）

高機能製品

加工事業

金属事業

セメント事業

環境・エネルギー事業

価値創造プロセス
三菱マテリアルグループの価値創造の根底にある考えは「社会的価値と経済的価値の両立」です。
当社グループのビジョンの達成に向けて、社会課題の解決に取り組み、
それを通じて経済的価値を創造していきます。

[価値創造とパフォーマンス]

価値創造と
パフォーマンス トップメッセージ 三菱マテリアル

グループについて 事業戦略 コーポレート戦略 基盤強化 ガバナンス 財務情報
企業情報
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79.5

有給休暇取得率（単体組合員） ［年］
（単位 ： ％）

79.5

2016 2017 2018 2019 2020

女性従業員比率 女性管理職比率

2017
3月末

2018
3月末

2019
3月末

2020
3月末

2021
3月末

2.07

11.72

女性従業員比率・女性管理職比率（単体）
（単位 ： ％）
女性従業員比率 11.72 女性管理職比率 2.07

単体 グループ

18.8

2.4

リサイクル原料利用率
（単位 ： ％）

単体 18.8 グループ 2.4

2016 2017 2018 2019 2020

海外グループ国内グループ単体

温室効果ガス総排出量（Scope1+Scope2）
（単位 ： 千t-CO2e）

単体 7,320 国内 1,436 海外 1,898

1,898

1,436

7,320

9,900

2017 2018 2019 2020 2030
（目標値）

（単体＋グループ）

再生可能エネルギー発電量
CO₂排出削減効果

533
204

447

再生可能エネルギー発電量※¹・CO2削減量※²
（単位 ： 発電量 GWh／CO2削減量 千t-CO2）
再生可能エネルギー発電量 447 CO2削減量 204

2017 2018 2019 2020 2030
（目標値）

再生可能エネルギー発電量は、各事業の発電量に対し、
当社の持分比率を掛けた値に定義を見直しました。

2017 2018 2019 2020 2022
（目標値）

350
367

家電リサイクル年間処理台数
（単位 ： 万台）

367

2017 2018 2019 2020 2030
（目標値）

450

370

セメント製造における廃棄物・副産物の処理量
（単位 ： 万t）

370

2017 2018 2019 2020 2030
（目標値）

20

16

E-Scrapの処理能力
（単位 ： 万t）

16

35

42

2017 2018 2019 2020 2022
（目標値）

超硬工具製品のリサイクルタングステン原料比率
（単位 ： ％）

42

2017 2018 2019 2020 2022
（目標値）

56

42

次世代自動車・環境対応製品の売上高
（単位 ： 億円）

42

各年度、対象とする車載用デバイス製品の定義を見直しました。

2017 2018 2019 2020 2022
（目標値）

1,200

932

新規HV・EV向け銅部材の販売量
（単位 ： t）

932

2017年度、2018年度は、対象とする銅部材シリーズを
2021年5月14日の22中経見直し公表時の対象と統一しました。

※�「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を2018年度の期首から適用しており、2017年度に係る各数値については、
　当該会計基準を遡って適用した後の数値となっています。

※1 地熱発電所への蒸気供給（発電電力量換算）、蒸気供給以外は送電電力量（売電量）を集計
※2 各発電所の送電電力量から算出

※（目標値）は2021年5月14日公表時点
パフォーマンスハイライト（財務・非財務）
[価値創造とパフォーマンス]

価値創造と
パフォーマンス トップメッセージ 三菱マテリアル

グループについて 事業戦略 コーポレート戦略 基盤強化 ガバナンス 財務情報
企業情報

財務ハイライト ［年度］ 非財務ハイライト ［年度］

0.36

災害度数率（単体） ［年］
（単位 ： ％）

0.36

2016 2017 2018 2019 2020

60.00

80.00 80.00 80.00

50.00

27.7
30.3

806.6

26.8

2016年10月1日を効力発生日として、普通株式10株につき1株の割合
で株式併合を実施したため、1株当たり配当金は、2016年度の期首に
当該株式併合が行われたと仮定し、算定しています。

2016 2017 2018 2019 2020

1株当たり配当金・配当性向
（単位 ： 円・％）

1株当たり配当金 50.0 配当性向 26.8

2016 2017 2018 2019 2020

3,869
4,280

3,861 4,131
4,763

0.6 0.6
0.8

0.7
0.6

ネット有利子負債・ネットD/Eレシオ
（単位 ： 億円・倍）
ネット有利子負債 4,763 ネットD/Eレシオ 0.7

2020年度のネットD/Eレシオはハイブリッドローン調整後です。

2016 2017 2018 2019 2020

283

345

12

-728

244

親会社株主に帰属する当期純利益
（単位 ： 億円）

244

2016 2017 2018 2019 2020

13,040

15,995
16,629

15,161 14,851

14,851

売上高
（単位 ： 億円）

2016年10月1日を効力発生日として、普通株式10株につき1株の割合
で株式併合を実施したため、1株当たり当期純利益は、2016年度の期首
に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しています。

216.44
264.15

9.92 -556.34

186.71

2016 2017 2018 2019 2020

1株当たり当期純利益
（単位 ： 円）

186.71

ROA計算式 : 
経常利益÷｛（期首総資産＋期末総資産）÷2｝×100

2016 2017 2018 2019 2020

3.5

4.1

2.6
2.3

2.6

ROA（総資産経常利益率）※
（単位 ： ％）

2.3

2016 2017 2018 2019 2020

18,969
20,110 19,382 19,040

20,355

総資産※

（単位 ： 億円）
20,355

2016 2017 2018 2019 2020

597

728

368 379

265

営業利益
（単位 ： 億円）

265

収入

顧客・
取引先
9,369

付加価値
総額
807

支出

従業員 493

債権者 21

政府 77

社会一般 4

株主 52

内部留保 160

事業コストに
係る

取引先等
8,562

経済的付加価値配分
（単位 ： 億円）

付加価値総額 807

ROE計算式 : 
親会社株主に帰属する当期純利益÷［｛（期首純資産の部合計－
期首非支配株主持分－期首その他控除項目）＋（期末純資産の部合計－
期末非支配株主持分－期末その他控除項目）｝÷2］×100

2016 2017 2018 2019 2020

4.6

4.8 5.3

-12.8

0.2

ROE
（単位 ： ％）

4.6

2016 2017 2018 2019 2020

6,212
6,824

6,335

5,067 5,452

32.8 33.9

26.6 26.8

32.7

自己資本・自己資本比率※

（単位 ： 億円・％）
自己資本 5,452 自己資本比率 26.8

2016 2017 2018 2019 2020

639

796

506 496
445

経常利益
（単位 ： 億円）

445
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